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H28年度の検討結果

＜成果＞

・地球環境情報プラットフォームの構築にかかる取組のうち「観測・監視」、「デー
タベース構築」、「データ解析・モデリング」は主に公的機関が担い、「情報提供
サービス」、「アプリケーションサービス」は民間が中心となるという大筋の方向
性が認識された。

・「データベース構築」に関しては、ＤＩＡＳ以外にも環境省、気象庁、海上保安庁
等により様々な環境系の情報基盤（データベース等）が構築され、運用されて
いる状況が把握された。

・情報基盤相互の連携、並びに各情報基盤の利便性の向上のための取り組み
が必要であると認識された。

・また、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の実現のためには、これらのデータに関するデータソムリエ
やデータキュレーションなどの充実に注力することの必要性が認識された。

＜課題＞

○多くの環境情報は既に各省庁により利用可能な状態におかれているが、今後、
民間利用を更に進めるためには、次のような点の改善を図っていくことが課題
であると認識された。

・データポリシーの統一
・データの即時公開の推進 （続く）
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総合戦略2017に記載する重要事項
（平成30年度予算において国として取り組むべき重要な事項）

新たに

・地球環境情報にかかる情報基盤（システム基盤技術検討会での検討により今
後取り組むこととなっている環境系データベースを含む）相互の連携及び利便
性の向上に関する取組

・気候変動の影響評価の手法開発やこれを用いた評価の実施の取組
・生物多様性に係るデータベースの構築・活用の取組
等を進めることとする。
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（続き）
・データベースの恒常的な運営体制の確立
・データベース相互の連携

○気候変動の影響への適応策の推進のためには、農林水産分野や防災・減災
分野の関係機関との一層の連携が課題であると認識された
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Society5.0における
「地球環境情報PF」の位置づけ
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•地域に即した対応を促すこ
とによる健全な地域経済の
維持・発展

地球環境情報PFのデータを

用いたあらゆる地域スケー
ルにおけるアプリケーション
サービス・情報提供サービス
の整備（官民を問わず）

河川・ダム
管理ｼｽﾃﾑ

再⽣可能エネ
ルギーの導⼊

運輸の省エネ
ルギー

温室効果ガス排出量の算定・削減

防災減災と
国⼟強靭化

⽣態系サー
ビスの評価

農林⽔
産資源
の管理

暑熱や感染
症への対応

⽔資源や
浄⽔の⽔
ビジネス

汚染対策と
環境浄化

⽣物多様
性の保全

地域の適
応計画の
策定

資源循環と
廃棄物処理

環境評価
効率化とリ
スク管理

⽣物多様
性地域戦
略の策定

住環境
評価・
設計

期待される価値

交通・物流
ルートの策定

主に経済的な価値 主に社会的な価値

参考資料


